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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】輸送時に基板搬送容器格納棚の分解を必要とせ
ず、又再組立てを必要とせず、輸送コストを低減できる
と共に作業性の向上を図る基板処理装置を提供する。
【解決手段】複数枚の基板２１が収納される基板搬送容
器９と、該基板搬送容器を搬送する基板搬送容器搬送装
置１５と、該基板搬送容器搬送装置１５により搬送され
た複数の基板搬送容器９が格納される基板搬送容器格納
棚１１とを具備し、該基板搬送容器格納棚１１を高さ方
向に伸縮可能とした。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数枚の基板が収納される基板搬送容器と、該基板搬送容器を搬送する基板搬送容器搬
送装置と、該基板搬送容器搬送装置により搬送された複数の基板搬送容器が格納される基
板搬送容器格納棚とを具備し、該基板搬送容器格納棚を高さ方向に伸縮可能としたことを
特徴とする基板処理装置。
【請求項２】
　前記基板搬送容器格納棚は、支柱と該支柱を中心に回転可能に設けられた複数の棚板と
で構成され、前記支柱は上側の棚板の下面に固着された上シャフトと、下側の棚板から上
方に延出する下シャフトからなる２重管構造となっており、前記上シャフトは前記下シャ
フトに摺動自在に外嵌する請求項１の基板処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ウェーハ等の基板に、酸化処理、拡散処理、薄膜の生成等の処理を行う基板
処理装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　半導体装置の処理工程の１つとして、シリコンウェーハ等の基板に酸化処理、拡散処理
、薄膜の生成等の処理を行う基板処理工程があり、該基板処理工程を実行する装置として
基板処理装置があり、又縦型処理炉を具備し、所定枚数の基板を一度に処理するバッチ式
の基板処理装置として縦型基板処理装置がある。
【０００３】
　近年、基板の処理時間や基板の搬送時間の短縮や、顧客の生産ラインの運用で発生する
基板搬送容器溜り（滞留）により、基板処理装置内に保管可能な基板搬送容器であるポッ
ドの数量の増大が求められている。
【０００４】
　上記要求により、未処理又は処理済みの基板が保持されたポッドや、基板処理中の空の
ポッドを基板処理装置内に設けられた回転可能なポッド格納棚へと搬送し、ポッドを保管
する基板処理装置が製造されている。
【０００５】
　然し乍ら、基板処理装置をコンテナに積込んで輸送する際には、コンテナに積荷の高さ
制限がある為、従来の基板処理装置ではポッド格納棚の最上部の棚を取外してからコンテ
ナに積込んだ後、取外した最上部の棚を別途輸送する必要があった。その為、輸送前の最
上部の棚の取外し及び梱包、輸送後の最上部の棚の再取付け等の作業が必要となり、輸送
費、作業時間、作業費の面でコストが高くなるという問題があった。
【０００６】
　又、ポッド格納棚の最上部の棚の取外し、再取付けは高所での作業であり、又重量が重
い為、作業者が２人以上必要となること、最上部の棚を持上げる為のリフターが必要とな
ること等の問題があった。
【０００７】
　尚、ポッドを搬入、搬出するＩ／Ｏステージを上下２ヶ所に設け、一方のＩ／Ｏステー
ジではプロセス用ポッドの搬入、搬出を行い、他方のＩ／Ｏステージではダミー用又はモ
ニタ用ポッドの搬入、搬出を行う様、プロセス用ポッド、ダミー用又はモニタ用ポッドを
別々に運用することでスループットを向上させると共に、ポッドの収納数を増加させる基
板処理装置として、特許文献１に示されるものがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２０００－９１３９８号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は斯かる実情に鑑み、輸送時に基板搬送容器格納棚の分解を必要とせず、又再組
立てを必要とせず、輸送コストを低減できると共に作業性の向上を図る基板処理装置を提
供するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明は、複数枚の基板が収納される基板搬送容器と、該基板搬送容器を搬送する基板
搬送容器搬送装置と、該基板搬送容器搬送装置により搬送された複数の基板搬送容器が格
納される基板搬送容器格納棚とを具備し、該基板搬送容器格納棚を高さ方向に伸縮可能と
した基板処理装置に係るものである。
【００１１】
　又本発明は、前記基板搬送容器格納棚は、支柱と該支柱を中心に回転可能に設けられた
複数の棚板とで構成され、前記支柱は上側の棚板の下面に固着された上シャフトと、下側
の棚板から上方に延出する下シャフトからなる２重管構造となっており、前記上シャフト
は前記下シャフトに摺動自在に外嵌する基板処理装置に係るものである。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、複数枚の基板が収納される基板搬送容器と、該基板搬送容器を搬送す
る基板搬送容器搬送装置と、該基板搬送容器搬送装置により搬送された複数の基板搬送容
器が格納される基板搬送容器格納棚とを具備し、該基板搬送容器格納棚を高さ方向に伸縮
可能としたので、輸送時に該基板搬送容器格納棚を分解することなくコンテナに収納可能
であり、分解した該基板搬送容器格納棚を別途梱包し輸送する必要がなくなり、コストの
低減が図れると共に、該基板搬送容器格納棚の再組立てを必要とせず、作業労力及び作業
時間を低減させることができる。
【００１３】
　又本発明によれば、前記基板搬送容器格納棚は、支柱と該支柱を中心に回転可能に設け
られた複数の棚板とで構成され、前記支柱は上側の棚板の下面に固着された上シャフトと
、下側の棚板から上方に延出する下シャフトからなる２重管構造となっており、前記上シ
ャフトは前記下シャフトに摺動自在に外嵌するので、前記棚板上に複数の基板搬送容器を
載置し、回転させる場合でも充分な曲げ剛性及び捻り剛性を得ることができ、前記支柱の
屈曲や破損を防止することができるという優れた効果を発揮する。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の実施例に係る基板処理装置の概略斜視図である。
【図２】該基板処理装置の概略側断面図である。
【図３】本発明の第１の実施例に係る回転式ポッド棚の斜視図であり、（Ａ）は伸長状態
を示し、（Ｂ）は収縮状態を示している。
【図４】本発明の第１の実施例に係る回転式ポッド棚の要部拡大正面図であり、（Ａ）は
伸長状態に於ける伸縮部を示し、（Ｂ）は（Ａ）のＡ－Ａ矢視図を示している。
【図５】本発明の第１の実施例に係る回転式ポッド棚の要部拡大正面図であり、（Ａ）は
収縮状態に於ける伸縮部を示し、（Ｂ）は（Ａ）のＢ－Ｂ矢視図を示している。
【図６】本発明の第１の実施例に係る回転式ポッド棚の要部拡大分解斜視図である。
【図７】本発明の第２の実施例に係る回転式ポッド棚であり、（Ａ）は該回転式ポッド棚
の斜視図を示し、（Ｂ）は（Ａ）のＣ－Ｃ矢視図を示している。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、図面を参照しつつ本発明の実施例を説明する。
【００１６】
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　先ず、図１、図２に於いて、本発明の実施例に係る基板処理装置について説明する。
【００１７】
　尚、基板処理装置は、半導体装置（ＩＣ）の製造工程の１つである基板処理工程を実施
する。又、以下の説明では、基板処理装置の一例として縦型炉を具備し、基板に酸化処理
、ＣＶＤ成膜処理、拡散処理、アニール処理等を行う縦型の基板処理装置について説明す
る。
【００１８】
　図１、図２に示されている様に、基板処理装置１は筐体２を備えている。該筐体２の正
面壁３の正面前方部にはメンテナンス可能な様に設けられた開口部としての正面メンテナ
ンス口４が開設され、該正面メンテナンス口４は正面メンテナンス扉５によって開閉され
る。
【００１９】
　前記筐体２の正面壁３にはポッド搬入搬出口６が前記筐体２の内外を連通する様に開設
されており、前記ポッド搬入搬出口６はフロントシャッタ（搬入搬出口開閉機構）７によ
って開閉される。前記ポッド搬入搬出口６の正面前方側にはロードポート（基板搬送容器
受渡し台）８が設置されており、該ロードポート８は載置されたポッド９を位置合せする
様に構成されている。
【００２０】
　ポッド９は密閉式の基板搬送容器であり、図示しない工程内搬送装置によって前記ロー
ドポート８上に搬入され、又該ロードポート８上から搬出される様になっている。
【００２１】
　前記筐体２内の前後方向の略中央部に於ける上部には、上下方向に伸縮可能な回転式ポ
ッド棚（基板搬送容器格納棚）１１が設置されており、該回転式ポッド棚１１は複数個の
ポッド９を格納する様に構成されている。
【００２２】
　前記回転式ポッド棚１１は、垂直に立設されて間欠回転される支柱１２と、該支柱１２
に上中下段の各位置に於いて放射状に支持された複数段の棚板（基板搬送容器載置棚）１
３とを備えており、該棚板１３はそれぞれポッド９を複数個載置した状態で格納する様に
構成されている。
【００２３】
　前記回転式ポッド棚１１の下方には、ポッドオープナ（基板搬送容器蓋体開閉機口）１
４が設けられ、該ポッドオープナ１４はポッド９を載置し、又ポッド９の蓋を開閉可能な
構成を有している。
【００２４】
　前記ロードポート８と前記回転式ポッド棚１１、前記ポッドオープナ１４との間には、
ポッド搬送装置（基板搬送容器搬送装置）１５が設置され、該ポッド搬送装置１５はポッ
ドエレベータ１６及びポッド搬送機構１７により構成されている。前記ポッドエレベータ
１６と前記ポッド搬送機構１７との連動動作により、前記ポッド搬送装置１５は、ポッド
９を保持して昇降可能、水平方向に進退可能となっており、前記ロードポート８、前記回
転式ポッド棚１１、前記ポッドオープナ１４との間でポッド９を搬送する様に構成されて
いる。
【００２５】
　前記筐体２内の前後方向の略中央部に於ける下部には、サブ筐体１８が後端に亘って設
けられている。該サブ筐体１８の正面壁１９には、ウェーハ２１を前記サブ筐体１８内に
対して搬入搬出する為のウェーハ搬入搬出口（基板搬入搬出口）２２が１対、垂直方向に
上下２段に並べられて開設されており、上下段のウェーハ搬入搬出口２２，２２に対して
前記ポッドオープナ１４がそれぞれ設けられている。
【００２６】
　該ポッドオープナ１４は、ポッド９を載置する載置台２３と、ポッド９の蓋を開閉する
開閉機構２４とを備えている。前記ポッドオープナ１４は前記載置台２３に載置されたポ
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ッド９の蓋を前記開閉機構２４によって開閉することにより、ポッド９のウェーハ出入れ
口を開閉する様になっている。
【００２７】
　前記サブ筐体１８は、前記ポッド搬送装置１５や前記回転式ポッド棚１１が配設されて
いる空間（ポッド搬送空間）から気密な移載室２５を構成している。該移載室２５の前側
領域にはウェーハ移載機構（基板移載機構）２６が設置されており、該ウェーハ移載機構
２６は、ウェーハ２１を載置する所要枚数（図示では５枚）のウェーハ載置プレート２７
を具備し、該ウェーハ載置プレート２７は水平方向に直動可能、水平方向に回転可能、又
昇降可能となっている。前記ウェーハ移載機構２６は、ボート２８に対してウェーハ２１
を装填及び払出しする様に構成されている。
【００２８】
　前記移載室２５の後側領域には、前記ボート２８を収容して待機させる待機部２９が構
成され、該待機部２９の上方には縦型の処理炉３１が設けられている。該処理炉３１の下
端部は炉口部となっており、該炉口部は炉口シャッタ（炉口開閉機構）３２により開閉さ
れる様になっている。
【００２９】
　前記筐体２の右側端部と前記サブ筐体１８の前記待機部２９の右側端部との間には、前
記ボート２８を昇降させる為のボートエレベータ（基板保持具昇降機構）３３が設置され
ている。該ボートエレベータ３３の昇降台に連結されたアーム３４には、蓋体としての炉
口蓋３５が水平に取付けられており、該炉口蓋３５は前記ボート２８を垂直に支持し、前
記処理炉３１の下端部を気密に閉塞可能となっている。
【００３０】
　前記ボート２８は複数本の支柱を備えており、複数枚（例えば、５０枚～１２５枚程度
）のウェーハ２１を、水平姿勢で垂直方向に多段に保持する様に構成されている。
【００３１】
　前記ボートエレベータ３３側と対向した位置にはクリーンユニット３６が配設され、該
クリーンユニット３６は清浄化した雰囲気若しくは不活性ガスであるクリーンエア３７を
供給する様、供給ファン及び防塵フィルタで構成されている。前記ウェーハ移載機構２６
と前記クリーンユニット３６との間には、ウェーハ２１の円周方向の位置を整合させる基
板整合装置としてのノッチ合せ装置（図示せず）が設置されている。
【００３２】
　前記クリーンユニット３６から前記移載室２５に吹出されたクリーンエア３７は、ノッ
チ合せ装置（図示せず）及び前記ウェーハ移載機構２６、前記ボート２８に流通された後
に、図示しないダクトにより吸込まれ、前記筐体２の外部に排気がなされるか、若しくは
前記クリーンユニット３６の吸込み側である一次側（供給側）に迄循環され、再び該クリ
ーンユニット３６によって、前記移載室２５内に吹出される様に構成されている。
【００３３】
　次に、前記基板処理装置１の作動について説明する。
【００３４】
　ポッド９が前記ロードポート８に供給されると、前記ポッド搬入搬出口６が前記フロン
トシャッタ７によって開放される。前記ロードポート８上のポッド９は、前記ポッド搬送
装置１５によって前記筐体２の内部へ前記ポッド搬入搬出口６を通して搬入され、前記回
転式ポッド棚１１の指定された前記棚板１３へ載置される。ポッド９は前記回転式ポッド
棚１１で一時的に保管された後、前記ポッド搬送装置１５により前記棚板１３から何れか
一方のポッドオープナ１４に搬送されて前記載置台２３に移載されるか、若しくは前記ロ
ードポート８から直接前記載置台２３に移載される。
【００３５】
　この際、前記ウェーハ搬入搬出口２２は前記開閉機構２４によって閉じられており、前
記移載室２５にはクリーンエア３７が流通され、充填されている。例えば、前記移載室２
５にはクリーンエア３７として窒素ガスが充填されることにより、酸素濃度が２０ｐｐｍ
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以下と、前記筐体２の内部（大気雰囲気）の酸素濃度よりも遙かに低く設定されている。
【００３６】
　前記載置台２３に載置されたポッド９は、その開口側端面が前記サブ筐体１８の前記正
面壁１９に於ける前記ウェーハ搬入搬出口２２の開口縁辺部に押付けられると共に、蓋が
前記開閉機構２４によって取外され、ウェーハ出入れ口が開放される。
【００３７】
　ポッド９が前記ポッドオープナ１４によって開放されると、ウェーハ２１はポッド９か
ら前記ウェーハ移載機構２６によって取出され、ノッチ合せ装置（図示せず）にてウェー
ハ２１を整合した後、前記ウェーハ移載機構２６はウェーハ２１を前記移載室２５の後方
にある前記待機部２９へ搬入し、前記ボート２８に装填（チャージング）する。
【００３８】
　該ボート２８にウェーハ２１を受渡した前記ウェーハ移載機構２６はポッド９に戻り、
次のウェーハ２１を前記ボート２８に装填する。
【００３９】
　一方（上段又は下段）のポッドオープナ１４に於ける、前記ウェーハ移載機構２６によ
るウェーハ２１の前記ボート２８への装填作業中に、他方（下段又は上段）のポッドオー
プナ１４には、前記回転式ポッド棚１１から別のポッド９が前記ポッド搬送装置１５によ
って搬送されて移載され、前記他方のポッドオープナ１４によるポッド９の開放作業が同
時進行される。
【００４０】
　予め指定された枚数のウェーハ２１が前記ボート２８に装填されると、前記炉口シャッ
タ３２によって閉じられていた前記処理炉３１の炉口部が、前記炉口シャッタ３２によっ
て開放される。続いて、前記ボート２８は前記ボートエレベータ３３によって上昇され、
前記処理炉３１内へ搬入（ローディング）される。
【００４１】
　ローディング後は、前記炉口蓋３５によって炉口部が気密に閉塞され、前記処理炉３１
にてウェーハ２１に所定の処理が実行される。
【００４２】
　処理後は、ノッチ合せ装置（図示せず）でのウェーハ２１の整合工程を除き、上記と逆
の手順で、ウェーハ２１及びポッド９が前記筐体２の外部へと払出される。
【００４３】
　次に、図３～図６に於いて、第１の実施例に於ける前記回転式ポッド棚１１の詳細につ
いて説明する。
【００４４】
　該回転式ポッド棚１１は、前記支柱１２と、該支柱１２を回転軸として一体に回転可能
に設けられた、所定枚数、例えば４枚の前記棚板１３ａ～１３ｄとで構成され、該棚板１
３ａ～１３ｄは上下方向に所定の間隔で前記支柱１２に固定されている。
【００４５】
　該棚板１３は略十字形状の板材であり、中心部より四方に突出する４つのポッド載置部
３８が形成されている。又、該ポッド載置部３８の上面には、それぞれ所定箇所、例えば
３箇所に上方に突出する係合突起３９が形成されており、前記ポッド載置部３８にポッド
９が載置された際には、前記係合突起３９がポッド９の裏面に形成された図示しない係合
凹部と係合し、ポッド９の水平方向のずれが防止される様になっている。
【００４６】
　又、前記支柱１２は最上段の伸縮部４１及び短柱１２ａが連結される構成となっており
、前記伸縮部４１は２重管構造となっている。該伸縮部４１は前記上から２段目の棚板１
３ｂより上方に延出する円筒状の下シャフト４２と、該下シャフト４２に摺動自在に外嵌
し、前記最上段の棚板１３ａの下面に固着された円筒状の上シャフト４３により構成され
ており、前記下シャフト４２と前記上シャフト４３とはボルト等の固着具４４により固着
される様になっている。尚、前記下シャフト４２は、前記上から２段目の棚板１３ｂを介
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在した状態で、ボルト等の固着具４０により前記短柱１２ａと連結される様になっている
。
【００４７】
　該上シャフト４３の周面には、略Ｌ字状の摺動溝４５が円周方向に所定間隔で複数箇所
、例えば３箇所に穿設され、該摺動溝４５は前記上シャフト４３の軸心と平行な長垂直部
４５ａと、該長垂直部４５ａの下端より前記上シャフト４３の周面を反時計回り方向に延
出する水平部４５ｂとを有している。該水平部４５ｂは終端より上方に延出し、前記上シ
ャフト４３の軸心と平行な短垂直部４５ｃを有している。
【００４８】
　又、前記上シャフト４３の下端部内周面には、若干細径となった嵌合部４６が形成され
ると共に、該嵌合部４６が形成された部分に、前記固着具４４を半径方向に挿通可能な挿
通孔４７が所定の間隔で複数穿設されている。
【００４９】
　前記下シャフト４２の上端部には、若干太径となった嵌合部４８が形成され、該嵌合部
４８と前記嵌合部４６とはガタツキなく嵌合可能となっている。前記下シャフト４２の上
端部、即ち前記嵌合部４８が形成された部分には、前記固着具４４を螺入可能な伸長時ネ
ジ孔４９が前記挿通孔４７に対応して複数穿設されると共に、外周面から径方向に突出す
る摺動ピン５１が前記摺動溝４５と同数突設されている。前記摺動ピン５１の直径は前記
摺動溝４５の幅よりも僅かに小さくなっており、該摺動溝４５に前記摺動ピン５１が摺動
自在に挿通される様になっている。
【００５０】
　前記上シャフト４３は前記摺動ピン５１が前記摺動溝４５に案内され摺動することで、
前記下シャフト４２に対して垂直方向に摺動し、前記長垂直部４５ａ或は前記短垂直部４
５ｃの下端で前記水平部４５ｂに案内され、水平方向に回転可能となっており、前記摺動
ピン５１がそれぞれ前記長垂直部４５ａの上端、或は前記短垂直部４５ｃの上端に当接す
ることで、前記上シャフト４３の伸長時、収縮時に於ける位置が決定される様になってい
る。
【００５１】
　又、前記下シャフト４２下端部には前記固着具４４が螺入可能な収縮時ネジ孔５２が穿
設されており、該収縮時ネジ孔５２が穿設される位置は、前記摺動ピン５１が前記水平部
４５ｂを摺動する移動量だけ、前記伸長時ネジ孔４９よりも周方向に変位した位置となっ
ている。
【００５２】
　次に、前記回転式ポッド棚１１の伸長、収縮について説明する。
【００５３】
　該回転式ポッド棚１１が伸長状態の場合には、図４（Ａ）に示される様に、前記摺動ピ
ン５１が前記短垂直部４５ｃの上端に当接している。この時、前記挿通孔４７と前記伸長
時ネジ孔４９からの位置が一致しており、前記挿通孔４７を通して前記固着具４４を前記
伸長時ネジ孔４９に螺入させることで、前記上シャフト４３が伸長状態で固定され、前記
回転式ポッド棚１１の高さが伸長された状態となる。
【００５４】
　又、該回転式ポッド棚１１が収縮状態の場合には、図５（Ａ）に示される様に、前記摺
動ピン５１が前記長垂直部４５ａの上端に当接している。この時、前記挿通孔４７と前記
収縮時ネジ孔５２の位置が一致しており、前記挿通孔４７を通して前記固着具４４を前記
収縮時ネジ孔５２に螺入させることで、前記上シャフト４３が収縮状態で固定され、前記
回転式ポッド棚１１の高さが収縮された状態となる。
【００５５】
　該回転式ポッド棚１１を伸長状態から収縮状態に変更する際には、前記固着具４４を前
記伸長時ネジ孔４９から取外した後、前記上シャフト４３を上昇させ、前記摺動ピン５１
を前記短垂直部４５ｃに沿って相対的に下方に摺動させる。
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【００５６】
　前記摺動ピン５１が前記短垂直部４５ｃの下端に到達した後、前記上シャフト４３を反
時計回りに回転させ、前記摺動ピン５１を前記水平部４５ｂに沿って相対的に時計回り方
向に摺動させる。前記上シャフト４３を所定量降下させると、前記嵌合部４６と前記嵌合
部４８とが外れ、前記下シャフト４２と前記上シャフト４３との間に隙間が形成され、該
上シャフト４３を容易に降下させることができる。
【００５７】
　次に、前記上シャフト４３を降下させ、前記摺動ピン５１を前記長垂直部４５ａに沿っ
て相対的に上方に摺動させる。前記摺動ピン５１が前記長垂直部４５ａの上端に当接する
ことで、前記上シャフト４３の収縮時に於ける高さ方向の位置が決定され、且つ前記上シ
ャフト４３の自重により高さ方向の位置が決定される。又、前記長垂直部４５ａの幅は前
記摺動ピン５１の直径よりも僅かに大きいだけであるので、前記上シャフト４３の回転が
拘束され、該上シャフト４３の回転方向の位置も決定される。
【００５８】
　この時、前記摺動ピン５１が前記長垂直部４５ａの上端に当接することで、前記挿通孔
４７と前記収縮時ネジ孔５２の位置が一致し、又前記上シャフト４３の重量が前記摺動ピ
ン５１によって支持されているので、作業者が前記上シャフト４３の重量を支持する必要
がなく、容易に前記固着具４４を前記収縮時ネジ孔５２に螺入することができる。又、前
記固着具４４で前記上シャフト４３を前記下シャフト４２に固定することができる。
【００５９】
　又、前記回転式ポッド棚１１を収縮状態から伸長状態に変更する際には、前記固着具４
４を前記収縮時ネジ孔５２から取外した後、前記上シャフト４３を上昇させ、前記摺動ピ
ン５１を前記長垂直部４５ａに沿って相対的に下方に摺動させる。
【００６０】
　前記摺動ピン５１が前記長垂直部４５ａの下端に到達した後、前記上シャフト４３を時
計回りに回転させ、前記摺動ピン５１を前記水平部４５ｂに沿って相対的に反時計回り方
向に摺動させる。次に前記上シャフト４３を降下させ、前記摺動ピン５１を前記短垂直部
４５ｃに沿って相対的に上方に摺動させる。
【００６１】
　前記摺動ピン５１が前記短垂直部４５ｃの上端に当接することで、前記上シャフト４３
の伸長時に於ける高さ方向の位置が決定され、且つ前記上シャフト４３の自重により高さ
方向の位置が決定される。又、前記短垂直部４５ｃの幅は前記摺動ピン５１の直径よりも
僅かに大きいだけであるので、前記上シャフト４３の回転が拘束され、該上シャフト４３
の回転方向の位置も決定される。
【００６２】
　更に、前記回転式ポッド棚１１が伸長状態の場合には、図４（Ｂ）に示される様に、前
記嵌合部４６と前記嵌合部４８とが嵌合した状態となるので、前記上シャフト４３と前記
下シャフト４２の芯合せが自動的に行われる。
【００６３】
　この時、前記摺動ピン５１が前記短垂直部４５ｃの上端に当接することで、前記挿通孔
４７と前記伸長時ネジ孔４９の位置が一致しており、又前記上シャフト４３の重量が前記
摺動ピン５１によって支持されているので、作業者が前記上シャフト４３の重量を支持す
る必要がなく、容易に前記固着具４４を前記伸長時ネジ孔４９に螺入することができる。
又、前記固着具４４で前記上シャフト４３を前記下シャフト４２に固定することができる
。
【００６４】
　更に、上記した収縮状態から伸長状態への変更時、伸長状態から収縮状態への変更時に
於いては、図５（Ｂ）に示される様に、前記下シャフト４２の外周面と前記上シャフト４
３の内周面との間に隙間が形成されるので、該上シャフト４３を容易に伸縮させることが
できる。
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【００６５】
　又、収縮状態、伸長状態の何れの場合も、３箇所に設けられた前記摺動ピン５１が、前
記長垂直部４５ａ、或は前記短垂直部４５ｃの上端にそれぞれ当接されるので、前記上シ
ャフト４３の上端に固着された前記最上段の棚板１３ａの水平度を容易に出すことができ
る。
【００６６】
　又、第１の実施例では、前記下シャフト４２の径よりも前記上シャフト４３の径を大き
くしたことで、前記最上段の棚板１３ａ上に複数のポッド９が載置され、回転した場合に
於いても充分な曲げ剛性及び捻り剛性を得ることができ、前記支柱１２の屈曲や破損を防
止することができる。
【００６７】
　上述の様に、第１の実施例では、前記支柱１２の、前記最上段の棚板１３ａと前記上か
ら２段目の棚板１３ｂとの間の部分を２重管構造の伸縮部４１とし、伸縮可能な構造とし
たので、前記最上段の棚板１３ａを取外すことなく前記回転式ポッド棚１１の高さを縮め
、輸送用のコンテナに積込むことができる。
【００６８】
　従って、輸送時に於ける前記最上段の棚板１３ａの取外し、取外した該最上段の棚板１
３ａの梱包、納品先での該最上段の棚板１３ａの再取付け等の作業が必要なくなるので、
取付け及び取外しに対応する工数を削減することができ、作業時間及び作業労力の低減が
図れると共に、取外した該最上段の棚板１３ａの為に別途輸送費用及び梱包材費用が掛る
のを省略でき、作業、梱包、輸送等に於けるコストの低減を図ることができる。
【００６９】
　更に、前記回転式ポッド棚１１は、簡易な操作で伸縮可能であるので、作業者は１人で
安全に行え、又リフターや治具を必要とせず、作業コストを低減させることができる。
【００７０】
　尚、第１の実施例では、前記支柱１２の前記最上段の棚板１３ａと前記上から２段目の
棚板１３ｂとの間のみを伸縮可能な構造としているが、該上から２段目の棚板１３ｂと上
から３段目の棚板１３ｃとの間、該上から３段目の棚板１３ｃと最下段の棚板１３ｄとの
間の一方或は両方を伸縮可能な構造としてもよい。
【００７１】
　又、第１の実施例では、前記摺動溝４５及び前記摺動ピン５１を３箇所に設けているが
、前記摺動溝４５及び前記摺動ピン５１は４箇所以上に設けてもよいのは言う迄もない。
【００７２】
　次に、図７（Ａ）（Ｂ）に於いて、本発明の第２の実施例に於ける回転式ポッド棚１１
について説明する。尚、図７（Ａ）（Ｂ）中、図３（Ａ）（Ｂ）中と同等のものには同符
号を付し、その説明を省略する。
【００７３】
　第２の実施例では、支柱１２の、最上段の棚板１３ａと上から２段目の棚板１３ｂとの
間の部分は円柱部１２ａとなり、上から２段目の棚板１３ｂと上から３段目の棚板１３ｃ
との間の部分は円筒部１２ｂとなっている。前記円柱部１２ａの外径は前記円筒部１２ｂ
の内径よりも小さく、前記円柱部１２ａは前記円筒部１２ｂに摺動自在に内嵌している。
【００７４】
　前記円柱部１２ａの下端から所定距離上方には、周面より径方向に突出する略直方体形
状の係止片５３が周方向に所定間隔で所定箇所、例えば３箇所に設けられ、前記円柱部１
２ａの軸心から前記係止片５３の先端迄の長さは、前記円筒部１２ｂの内径よりも長くな
っている。
【００７５】
　又、前記円筒部１２ｂの内周面には、前記係止片５３と同数且つ同等の間隔で挿通溝５
４が刻設されている。該挿通溝５４は前記円筒部１２ｂの高さ方向に軸心と平行に全長に
亘って刻設されると共に、前記挿通溝５４は前記係止片５３が自在に摺動できる大きさと
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なっている。
【００７６】
　前記回転式ポッド棚１１が伸長状態の場合には、前記係止片５３の下面が前記円筒部１
２ｂの上端面に当接した状態で、ボルト等の固着具（図示せず）により前記円柱部１２ａ
と前記円筒部１２ｂとが固着されている。
【００７７】
　前記回転式ポッド棚１１を伸長状態から収縮状態へと変更する際には、前記円柱部１２
ａ及び前記円筒部１２ｂから前記固着具を取外し、前記係止片５３と前記挿通溝５４の位
置が合致する様前記円柱部１２ａを回転させる。その後、前記最上段の棚板１３ａの下面
が前記上から２段目の棚板１３ｂの上面と当接する迄降下させることで、前記係止片５３
が前記挿通溝５４を通って降下し、前記円柱部１２ａが全て前記円筒部１２ｂの内部に収
納される。最後に前記固着具により前記円柱部１２ａと前記円筒部１２ｂとを固着するこ
とで、前記回転式ポッド棚１１が収縮状態で固定される。
【００７８】
　前記回転式ポッド棚１１を収縮状態から伸長状態へと変更する際には、上記と逆の順序
で作業が行われる。この時、前記挿通溝５４は前記円筒部１２ｂの内周面に高さ方向全長
に亘って刻設されているので、前記円柱部１２ａに対するガイド溝の役割を果し、収縮状
態から伸長状態への変更を容易とすることができる。
【００７９】
　又、第２の実施例の前記回転式ポッド棚１１では、前記支柱１２の前記円柱部１２ａを
前記円筒部１２ｂ内に全て収納可能な構造となっているので、前記回転式ポッド棚１１の
高さをより縮小することができる。
【００８０】
　尚、第２の実施例では、前記挿通溝５４を前記円筒部１２ｂの全長に亘って刻設してい
るが、該円筒部１２ｂの上端部にのみ細径部を形成し、該細径部に前記係止片５３が挿通
可能な切欠きを設けてもよい。又、前記円柱部１２ａに段付き加工を施し、前記回転式ポ
ッド棚１１の高さを段階的に伸縮できる様にしてもよい。
【００８１】
　（付記）
  又、本発明は以下の実施の態様を含む。
【００８２】
　（付記１）複数枚の基板が収納される基板搬送容器と、該基板搬送容器を搬送する基板
搬送容器搬送装置と、該基板搬送容器搬送装置により搬送された複数の基板搬送容器が格
納される基板搬送容器格納棚とを具備し、該基板搬送容器格納棚を高さ方向に伸縮可能と
したことを特徴とする基板処理装置。
【００８３】
　（付記２）前記基板搬送容器格納棚は、支柱と該支柱を中心に回転可能に設けられた複
数の棚板とで構成され、前記支柱は上側の棚板の下面に固着された上シャフトと、下側の
棚板から上方に延出する下シャフトからなる２重管構造となっており、前記上シャフトは
前記下シャフトに摺動自在に外嵌する付記１の基板処理装置。
【００８４】
　（付記３）前記下シャフト上端部の外周面には所定間隔で所定数摺動ピンが突設され、
前記上シャフトには前記摺動ピンと同数且つ同等の間隔で略Ｌ字状の摺動溝が穿設され、
該摺動溝を前記摺動ピンが摺動すると共に、該摺動ピンは前記基板搬送容器格納棚の伸長
時及び収縮時にそれぞれ前記摺動溝の垂直部上端及び水平部終端で位置決めされる付記２
の基板処理装置。
【符号の説明】
【００８５】
  　　　１　　　　　　　基板処理装置
  　　　９　　　　　　　ポッド



(11) JP 2012-243782 A 2012.12.10

10

  　　　１１　　　　　　回転式ポッド棚
  　　　１２　　　　　　支柱
  　　　１３　　　　　　棚板
  　　　１５　　　　　　ポッド搬送装置
  　　　２１　　　　　　ウェーハ
  　　　２８　　　　　　ボート
  　　　３１　　　　　　処理炉
  　　　４１　　　　　　伸縮部
  　　　４２　　　　　　下シャフト
  　　　４３　　　　　　上シャフト
  　　　４５　　　　　　摺動溝
  　　　４６　　　　　　嵌合部
  　　　４８　　　　　　嵌合部
  　　　５１　　　　　　摺動ピン
  　　　５３　　　　　　係止片
  　　　５４　　　　　　挿通溝

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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